
技術的保護手段に係る現行著作権法の規定

○著作権法（昭和四十五年法律第四十八号）（抄）

（定義）
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。
一～十九 （略）
二十 技術的保護手段 電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によつて認識するこ

とができない方法（次号において「電磁的方法」という。）により、第十七条第一項
に規定する著作者人格権若しくは著作権又は第八十九条第一項に規定する実演家人格
権若しくは同条第六項に規定する著作隣接権（以下この号において「著作権等」とい
う。）を侵害する行為の防止又は抑止（著作権等を侵害する行為の結果に著しい障害
を生じさせることによる当該行為の抑止をいう。第三十条第一項第二号において同
じ。）をする手段（著作権等を有する者の意思に基づくことなく用いられているもの
を除く。）であつて、著作物、実演、レコード、放送又は有線放送（次号において「著
作物等」という。）の利用（著作者又は実演家の同意を得ないで行つたとしたならば
著作者人格権又は実演家人格権の侵害となるべき行為を含む。）に際しこれに用いら
れる機器が特定の反応をする信号を著作物、実演、レコード又は放送若しくは有線放
送に係る音若しくは影像とともに記録媒体に記録し、又は送信する方式によるものを
いう。

二十一～二十三 （略）
２～９ （略）

（私的使用のための複製）
第三十条 著作権の目的となつている著作物（以下この款において単に「著作物」という。）

は、個人的に又は家庭内その他これに準ずる限られた範囲内において使用すること（以
下「私的使用」という。）を目的とするときは、次に掲げる場合を除き、その使用する
者が複製することができる。
一 （略）
二 技術的保護手段の回避（技術的保護手段に用いられている信号の除去又は改変（記

録又は送信の方式の変換に伴う技術的な制約による除去又は改変を除く。）を行うこ
とにより、当該技術的保護手段によつて防止される行為を可能とし、又は当該技術的
保護手段によつて抑止される行為の結果に障害を生じないようにすることをいう。第
百二十条の二第一号及び第二号において同じ。）により可能となり、又はその結果に
障害が生じないようになつた複製を、その事実を知りながら行う場合

三 （略）
２ （略）

第百二十条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役若しくは三百万円
以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一 技術的保護手段の回避を行うことを専らその機能とする装置（当該装置の部品一式

であつて容易に組み立てることができるものを含む。）若しくは技術的保護手段の回
避を行うことを専らその機能とするプログラムの複製物を公衆に譲渡し、若しくは貸
与し、公衆への譲渡若しくは貸与の目的をもつて製造し、輸入し、若しくは所持し、
若しくは公衆の使用に供し、又は当該プログラムを公衆送信し、若しくは送信可能化
した者

二 業として公衆からの求めに応じて技術的保護手段の回避を行つた者
三 営利を目的として、第百十三条第三項の規定により著作者人格権、著作権、実演家

人格権又は著作隣接権を侵害する行為とみなされる行為を行つた者
四 営利を目的として、第百十三条第五項の規定により著作権又は著作隣接権を侵害す

る行為とみなされる行為を行つた者

資料４


